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輸入木材に頼らない県産木材供給体制促進事業実施要領 

 

令和４年１０月２８日決裁 

 

第１ 趣  旨 

 本事業は、川上から川下までの連携により生産・加工・流通を効率化することで全体の利

益を向上させるとともに、流通の多様化を強化することで木材調達のリスクを軽減しながら、

輸入木材から県産木材への転換を促進し、県産木材の利用拡大を図ることを目的とする。 

 その取扱は、林業関係補助金交付要綱（平成２年１２月２５日制定、以下「交付要綱」と

いう。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

第２ 事業実施主体 

 事業の実施主体は、次のとおりとする。 

 

区 分 事 業 実 施 主 体 

木材加工施設整備支援 森林組合、林業・木材産業関係者 

サプライチェーン構築支援 森林組合、素材生産者、木材産業関係者等で構

成されたグループ 

 

第３ 事業の内容 

  この事業の内容は以下に定めるとおりとする。 

１ 木材加工施設整備支援 

 県産木材を活用した梁桁材等の新たな品目を加工する施設や、品質を確保するために必要

な木材乾燥施設等の施設の整備を行う事業を対象として、本事業に要する経費に対し、予算

の範囲内において補助金を交付する。 

  

 ２ サプライチェーン構築支援 

 川上・川中・川下が連携して県産木材の利用拡大に取り組むためのサプライチェーン構築

に必要な資機材の導入等を支援する。 

 

 ３ 実施基準は別紙１のとおりとする。 

 

 ４ 補助対象経費は別紙２のとおりとする。 

 

第４ 事業の計画、実施等 

１ 木材加工施設整備支援 

 （１）対象施設 

別表１に掲げる施設。 

  （２）事業実施計画 

 この事業を実施しようとする事業実施主体の長は、他の事業及び関係機関との十分な調

整を図った上で事業実施計画承認申請書（様式第１号）を知事に提出し、承認を受けるも

のとする。 

 なお、複数の事業実施主体が申請を行う場合にあっては、事業実施主体の長の連名又は

代表者名で行うものとする。 

 （３）計画の変更 

 事業実施主体の長は、承認を受けた計画の内容に変更が生じる場合には、遅滞なく別表

１の施設の区分ごとに事業実施変更計画承認申請書（様式第１号）を知事に提出し、知事
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の承認を受けるものとする。 

 （４）計画の承認 

 知事は、事業計画又はその変更の内容が、次に掲げる条件にすべて満たすと認められ

るときは承認することとし、承認した旨、事業主体に通知するものとする。 

  １）事業内容が第１、第３及び実施基準に規定する内容に沿うものであること。 

  ２）実施体制や事業量が適切であると認められるものであること。 

 

 ２ サプライチェーン構築支援 

（１）対象となる取組 

サプライチェーン構築に向けた体制の整備やシステム等の構築に要する経費。 

当該年度に成果が得られ、支払いが確認できるものが対象となる。 

 〈対象経費の例〉 

   ・ 合意形成に係る経費 

   ・ 県産木材の需給情報の共有に必要な資機材の導入経費 

   ・ 専門家による研修・セミナー開催等の経費 

   ・ 派遣など専門家の活用に要する経費 

   ・ システム開発、導入、改良、レンタル、運用等経費 

   ・ その他サプライチェーン構築やシステムの検討、グループの体制整備に要する経費 

※ また、既存のグループで、新たな構成員が加わるもしくはシステム等を改良する場合

にあっては、本事業のために要した内容・経費として明確に区別して説明・計上できる

場合には補助対象とする。 

 （２）事業実施計画 

 この事業を実施しようとする事業実施主体の長は、他の事業及び関係機関との十分な調

整を図った上で事業実施計画承認申請書（様式第１号）を知事に提出し、承認を受けるも

のとする。 

 （３）計画の変更 

 事業実施主体は、承認を受けた計画の内容に変更が生じる場合には、遅滞なく事業実施

計画変更承認申請書（様式第１号）を知事に提出し、知事の承認を受けるものとする。 

 （４）計画の承認 

 知事は、事業計画又はその変更の内容が、次に掲げる条件をすべて満たすと認められ

るときは承認することとし、承認した旨、事業主体に通知するものとする。 

  １）事業内容が第１、第３及び実施基準に規定する内容に沿うものであること。 

  ２）実施体制や事業量が適切であると認められるものであること。 

 

第５ 交付金交付決定前の着手 

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合は、

事業実施主体の長は、必要性を十分検討した上で、その理由を具体的に付して、補助金交付

決定前着手届（様式第３号）により知事に届け出るものとする。 

 

第６ 状況報告 

１ 事業主体は 1 月末日時点の進捗状況について、実施状況報告書（様式第４号）により

知事に報告するものとする。 

２ 前項に規定する時期のほか、知事は事業主体に対して進捗状況の報告を求めることが

できる。 

 

第７ 報告等 

 １ 事業実施主体は、事業が完了したときは、交付要綱第９条の規定に基づく実績報告書に事

業実施報告書（様式第５号）を作成し、事業計画書と同様の経路によって、事業の完了後３

０日以内までに知事に提出するものとする。 
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 ２ 事業実施主体の長は、当該施設の整備完了年度の翌年度から起算して３年間にわたり、県

産木材等利用実績、事業効果等について事業効果報告書（様式第６号）を作成し、調査年度

の翌年度の５月末日までに知事に提出するものとする。 

 ３ 事業を実施した事業実施主体の長は、交付決定条件に定めた財産管理台帳の写しを、当該

施設の整備完了年度の翌年度の９月末日までに知事に提出するものとする。 

 ４ 事業を実施した市町村以外の事業実施主体の長は、補助事業により取得し又は効用の増加

した財産の使用状況について、補助対象財産に係る使用状況報告書（様式第７号）を、当該

施設の整備完了年度の翌年度から、処分期間内の毎年度９月末日までに知事に提出するもの

とする。 

 ５ 県は前項の補助対象財産に係る使用状況報告書に基づき、取得した補助対象財産管理表

（様式第８号）を更新するものとする。 

 ６ 現地調査 

（１）現地調査 

   県は、前項の補助対象財産に係る使用状況報告書の提出があったときは、必要に応じて

現地調査を行うものとする。 

 （２）立ち合い 

   県は、調査を実施しようとするときは、事業を実施した事業実施主体の長の立ち合いを

求めることができるものとする。 

７ 普及・啓発への協力 

  グループ等やその構成員は、事業成果の情報提供やシンポジウムの参画等により、蓄積し

たノウハウやサプライチェーン構築によるメリットの普及・啓発に協力するものとする。

また、補助期間終了後、調査・評価のために、事後のアンケートやヒアリングに協力する

ものとする。 

 

第８ 補助金等の経理 

 １ 事業実施主体は、補助事業等についての帳簿を備え、他の経理と区分して補助事業等の 

収入及び支出を記載し、補助金等の使途を明らかにしておかなければならない。 

 ２ 事業実施主体は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠物を整備 

して前項の帳簿とともに補助事業等の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整

備保管しなければならない。 

 ３ 事業実施主体は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、前２項に規定する 

帳簿等に加え、財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 ４ 前３項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調書のうち、 

電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。 

 

第９ 施設の管理 

事業実施主体の長は、補助事業により取得し、または効果の増加した施設について、常に良好

な状態で管理し、その設置目的に即して最も効果的に運用するものとする。 

 １ 管理主体（原則として事業実施主体とする。以下同じ。）は、補助事業により取得し、又は

効用の増加した財産等については、補助事業の趣旨に即して適正に管理運営するものとする。 

 ２ 補助事業により取得し又は効用の増加した財産であることを事業実施主体が把握し、誤って

処分等を行わないために、補助事業年度、補助事業名、事業実施主体名、処分制限期間を記

載した財産管理ステッカーを取得財産毎に貼付するものとする。なお、個々の設備に貼付す

ることが難しい場合は、まとめて一枚の財産管理ステッカーを当該設備の設置付近等、事業

実施主体から見えやすい場所に貼付するものとする。 

 

第１０ その他 

 この要領に定めるもののほか、事業実施にあたり必要な事項は知事が別に定めるものとする。 
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   附 則 

 この要領は、令和４年１０月２８日から適用する。 

 

 
 
事業種目 

 
 

施設 
 

施設の区分 
工種又は 

施設区分③ 
工種又は 
施設区分

④ 

呼称単位 
Ａ Ｂ 

木材加工流
通施設整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

木材処理加工
施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

木材製材施設装置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帯鋸盤 
丸鋸盤 
鋸仕上機械 
選別機 
チッパー 
チップ吹上装置 
集じん装置 
木材乾燥機 
防虫・防腐施設 
焼却炉 
剥皮施設 
作業用建物 
製品保管倉庫 
管理棟 
貯木場整備新設 
貯木場増設 
貯木場改良・舗装 
リングバーカ 
ツインバンドソー 
ギャリングリッパー 
上記機械装置で省人化・
省力化（以下「省力化等
」という。）に資するも
の 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

棟 
棟 
棟 
箇所 
箇所 
箇所 

 

台 
台 
台 
台 
台 
式 
式 
基 
式 
基 
式 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
台 
台 
台 
一 
 
 
 

－ 
集成材加工施設
装置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
木工鋸盤 
かんな盤 
木工フライス盤 
ほぞ取り盤 
木工せん孔盤 
木工旋盤 
サンダー 
木工工具研削盤 
ジョインター 
接着機械 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
一 
 

－ 
合・単板加工施
設装置 
 
 
 
 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
単板製造機械 
単板乾燥装置 
調板機械 
接着機械 
合板仕上・処理機械 
ロータリーレース 
ドライヤー 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

式 
式 
式 
式 
式 
台 
台 
一 
 

－ 
プレカット加工
施設装置 
 
 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
柱加工機 
横架材加工機 
仕口加工機 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

台 
台 
台 

別表１ 対象施設 
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クロスカットソー 
加工盤反転装置 
角のみ盤 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 

台 
台 
台 
一 
 

－ 
木材加工施設装
置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
木工鋸盤 
かんな盤 
木工フライス盤 
ほぞ取り盤 
木工せん孔盤 
サンダー 
丸棒加工機 
木工工具研削盤 
ジョインター 
接着機械 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
一 
 

－ 
木材材質高度化
施設装置 
 
 
 

木材乾燥機 
防虫・防腐施設 
作業用建物 
製品保管倉庫 
管理棟 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 

棟 
棟 
棟 

基 
式 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
一 
 

－ 
丸棒加工施設装
置 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
丸棒加工機 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

  
 

台 
一 
 

－ 
杭加工施設装置 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
杭加工機 
結束機 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 

 
 

台 
台 
一 
 

－ 
木材処理加工用
機械 
 
 
 
 

ログローダ 
フォークリフト 
クレーン 
ホイールクレーン 
機械保管倉庫 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 

棟 
 

台 
台 
台 
台 
㎡ 
一 
 

－ 
品質向上・物流
拠点施設装置 
 
 
 
 
 
 
 
 

木材乾燥機 
木質資源利用ボイラー施設 
木質バイオマス発電施設 
モルダー 
グレーディングマシン 
含水率計（設置型） 
マーキング装置 
自動製品選別装置 
作業用建物 
管理棟 
製品保管・配送施設 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 
 

棟 
棟 
棟 

 

基 
式 
式 
台 
台 
台 
台 
台 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
一 
 

－ 
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新しい木材活用
のための加工供
給施設装置 

グレーディングマシン 
含水率計（設置型） 
モルダー 
マーキング装置 
木材強度性能等計測装置 
自動製品選別装置 
木材注薬等処理施設 
木材乾燥機 
木質資源利用ボイラー施設 
作業用建物 
製品保管・配送施設 
管理棟 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
棟 
棟 
棟 

台 
台 
台 
台 
式 
台 
式 
基 
式 
㎡ 
㎡ 
㎡ 
一 
 

－ 

  
 

直交集成板加工
施設装置 
 

(注)木材製材施設装置の
ほか 
木工鋸盤 
かんな盤 
木工フライス盤 
ほぞ取り盤 
木工せん孔盤 
木工旋盤 
サンダー 
木工工具研削盤 
ジョインター 
接着機械 
プレス 
上記機械装置で省力化等
に資するもの 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体名 
 
※具体名 

 
 

 
 

台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
台 
一 
 

－ 
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別紙２ 補助対象経費 

事   業   名 補 助 対 象 経 費 

木材加工施設整備支援 １ 事業費 

・機械器具費 

・建物建築費 

・構築物設置費 

・土地整備費 

・林業施設用地舗装工事費 

 

２ 附帯事業費 

・人件費 

・技術者給 

・賃金 

・謝金 

・旅費 

・需用費 

・役務費 

・委託料 

・使用量及び賃借料 

・備品・資機材購入費 

・原材料費 

・構築物設置費 

サプライチェーン構築支援 １ 事業費 

技術者給 

人件費 

謝金 

旅費 

需用費 

役務費 

委託料 

使用料及び賃借料 

備品・資機材購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


